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特集＞＞＞　防災，安全・安心な社会基盤整備

都市型水害の現状と
流出解析モデルを用いた内水解析及び対策検討

山　下　　　茂

近年，多数の台風襲来やいわゆる「ゲリラ豪雨」と呼ばれる局地的集中豪雨が頻発している。これに伴
い，都市部における水害被災リスク，すなわち「都市型水害リスク」が増大している。
水害というと，一般には河川の破堤や溢水により生じる事象である「外水による被害」や，土石流や崖

崩れ等の「土砂災害」をイメージされる方がほとんどであろう。しかしながら，実は水害による被害，特
に近年頻発している都市型水害による物的被害額は，下水道や町中の水路等の溢水や氾濫による「内水に
よる被害」が外水等によるそれをはるかに上まわっている。
本稿では，近年における都市型水害の現状と，筆者が日常実務として携わっている流出解析モデルを用

いた内水解析及び対策検討について述べる。
キーワード：流出解析モデル，都市型水害，浸水対策，内水排除計画，内水ハザードマップ 

1．はじめに

国土の約 7割を山地が占めるわが国では，氾濫原を
主体とする少ない平地部に，人口の約 50％，資産の
約 75％が集積している。このため，わが国は水害に
対し非常に脆弱な都市構造であるといえる。
一方，近年地球温暖化やこれに伴うヒートアイラン
ド現象等が遠因とされる局所的集中豪雨が増加してお
り，これにより，資産集中や地下空間利用の進展等都
市機能の高度化が進んだ都市部における水害リスクの
増大が顕在化している。

2．都市型水害の現状

（1）降雨強度の増大と強い雨の頻度の増加
昨今，台風の異常発生や局所的な集中豪雨が頻発し
ている。表─ 1は気象庁が定義した雨の強さの程度を
示す基準である。時間雨量 30 mm/hr 以上はバケツを
ひっくり返したような激しい雨となり，小規模な水害
の発生が懸念される状態となる。時間雨量 50 mm/hr
以上になると，水害発生リスクが高まるほか，外出や
車の運転等も危険な状況となる。さらに時間雨量が
80 mm/hr 以上となると，甚大な水害が発生する危険
性が高まる。
一方，図─ 1は昭和 52 年から平成 19 年までの豪雨
発生頻度をまとめたものである。これをみるとわかる

図─ 1　 最近 30年間の豪雨発生頻度の状況
出典：水害レポート 2008（国土交通省）

表─１　時間雨量と雨の強さの目安
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ように，ここ 30 年で時間雨量 50 mm/hr の「激しい雨」
の発生回数は約 1.5 倍，さらに時間雨量 100 mm/hr
以上の甚大な水害に直結しかねない「猛烈な雨」の発
生頻度は約 2倍に増加している。
平成 19 年 11 月に IPCC（気候変動に関する政府間
パネル）が第 4次報告書を示した。環境省ではこの結
果に基づき，地球温暖化がもたらすわが国への影響に
ついて『地球温暖化「日本への影響」～長期的な気候
安定化レベルと影響リスク評価～』を発表した。この
中で，今後最も厳しいレベルの温室効果ガス抑制施策
（二酸化炭素を 450 ppmに抑制する）を実施したとし
ても，21 世紀半ば頃までは降雨強度の増大と強い雨
の頻度増加の傾向は続くとしている。

（2）　内水被害の拡大
図─ 2及び表─ 2は，平成 19 年度の水害被害額に

ついて原因別に示したものである。

水害というと，「河川の氾濫や破堤等による外水被
害」，「土石流や斜面崩壊等の土砂災害」等を思い浮か
べる方が多いと思う。たしかに人的被害等，甚大な被
害は外水や土砂災害によるものが多くを占める。しか
しながら，この図表が示すとおり，平成 19 年度に発
生した水害を資産等物的被害の額に着目した場合は，
内水による被害額が実に全体の半分以上を占めてい
る。
さらに，平成 6年度から平成 15 年度までの水害被

害額について，原因を「内水」「外水など内水以外」
の 2つに分類，全国及び東京都でそれぞれ集計した
データを図─ 3に示す。東京都では，水害被害額の
実に 9割以上が内水によるものとなっている。このよ
うに，近年の都市型水害において，その被害の原因の
大部分が内水によるものとなっている。

3．これまでの検討手法と問題点

（1）これまでの検討手法
都市部における内水対策は，これまでも主に公共下
水道事業（合流式及び分流式雨水）として精力的に進
められてきた。
公共下水道における雨水排除計画策定は，中小河川
と同様，合理式（ラショナル式）による流出解析によっ
て行う。具体的には，対象流域に管路や水路系統を計
画し，これに基づいて流域を細かく分割（俗に亀の甲
を割ると表現している）した区画割施設平面図（図─
4参照）を作成する。この区画割施設平面図に沿って，
路線（原則として流入地点から次の流入地点までが一
つの路線となる）毎にピーク流量を算定する。具体的
には下水道事業特有の流量計算表（表─ 3）という一
覧表に，路線毎の追加面積（流域面積），追加延長（最
長延長），流達時間（洪水到達時間），雨水流出量，そ

表─ 2　原因別水害被害額（平成 19年度）

図─ 2　原因別水害被害構成比（平成 19年度）
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図─ 3　 H6 ～ H15・10年間の原因別水害被害額構成比
出典：平成 18年版国土交通白書

図─ 4　区画割施設平面図の例
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して計画する下水道管路（断面，構造，布設勾配）を
明記する。この流量計算表に示された内容は，実施設
計や工事等，事業の下流側工程に基本的諸元として受
け継がれる。
下水道事業は，市町村等の基礎自治体（但し複数自
治体にまたがる流域下水道等は都道府県等）が国庫補
助事業として実施している。このため，全国的に統一
されたこうした手法が確立，運用されてきた。補助事
業である下水道事業に「流量計算書」による計画手法
が適合する理由として，次に挙げる 2つが大きい。
①国土交通省では，管路施設の国庫補助対象要件とし
て，基礎自治体の規模毎に「排水を担う面積」と「最
低必要な管路断面寸法」を定めていることから，路
線毎の細かい単位で国庫補助対象か否かが判別可能
である
②施設竣工後の会計検査等において，路線毎の細かい
計画諸元の根拠（必要断面，勾配，構造等）が明確
に説明可能である

（2）　問題点
以上のように，合理式＋流量計算表による雨水排除
計画は，特に行政事務手続き等の面で扱いやすいとい
う特長がある。しかしながら，一方では以下に挙げる
ような問題点がある。
①ピークのみに着目した計画手法であり，時系列によ
る変化を計画に反映できない
②管内やマンホールの貯留効果，水頭差による水の挙

動等の現象を計画に織り込めない
③流下能力の有無のみの判断しか出来ず，流下能力が
不足する場合，想定される浸水の状況等は解析不能
である
④貯留や浸透等，雨水流出抑制施設の能力を一元では
検討不可能である

4．流出解析モデルによる内水解析の概要

欧米諸国では，IT分野における技術進展等を先取
りして，早くから流出解析ソフトウェアを用いたシ
ミュレーションにより下水道を計画する手法が実用化
されてきた。こうした手法を適用することで，3-（2）
で挙げた問題点が克服できるほか，合流式下水道改善
のための汚濁負荷解析も可能となる。
財団法人下水道新技術推進機構では，こうした手法
のわが国の下水道計画への適用について検討を行い，
平成 11 年に「流出解析モデル利活用マニュアル」と
してとりまとめた。これにより，わが国でも流出解析
モデルによる内水解析が徐々にではあるが実施される
ようになった。また，平成 13 年度に東京湾のお台場
公園での汚染問題が発端となり，合流式下水道改善が
社会問題化すると，合流改善対策の検討にも多用され
るようになった。さらに，国土交通省では平成 18 年
度に相次ぐ都市水害に対応する施策として，下水道総
合浸水対策事業（平成 20 年度より適用範囲やメニュー
を拡大するとともに下水道浸水被害軽減総合事業と名

表─ 3　流量計算表の例
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称が変更している）を創設，事業計画手順を「下水道
総合浸水対策策定マニュアル（案）」「内水ハザードマッ
プ作成の手引き（案）」としてとりまとめた。この中で，
浸水対策施設の検討や浸水想定のための標準的な手法
として，流出解析モデルによる内水解析が示されてい
る。

5．検討手順と留意点

検討手順について，図─ 5にフローを示した。

（1）基礎調査
過去の浸水被害や既存排水施設，下水道や都市計画
等の将来計画等，下水道流出シミュレーション解析の
ため必要な資料の収集，整理を行う。資料に基づいて
現地を歩き，既設排水系統の状況や浸水に脆弱な窪地
等の現況等を確認しておくことが重要である。

（2）モニタリング調査
■流量調査
キャリブレーション等に必要な資料を得るため，実
測調査によるモニタリングを行う。調査は降雨頻度が
高い 6月～ 10 月頃行うのが望ましい。また，豪雨を
確実に捕らえるためには，調査を少なくとも 60 ～ 90
日程度の期間実施する必要がある。
流量観測は，仮設面速式流量計等を人孔内もしくは
水路に設置して，水位と流速を連続的に測定，流量を
求める。データはデータロガメモリに蓄積，7日おき
程度に実施する定期点検時に回収する。

■降雨量調査
転倒ます型雨量計を流量調査と同一期間設置して，
0.5 mm単位の降雨量観測を行う。データ保存間隔は
5分間隔としてデータロガメモリに蓄積，7日～ 10 日
おき程度に実施する定期点検時に回収する。

（3）排水区のモデル化
排水区のモデル化に当たっては，雨水排除計画，浸
水対策施設計画の基本方針，検討対象降雨の選定，流
出係数モデルの選定や放流先河川の受け入れ状況等の
基本事項を確認する。その上で，地表面流出率，管渠，
水理構造物（ポンプ，貯留施設，堰等），境界条件（放
流先河川等），制御（ポンプやゲート）等を数値モデ
ルとして入力する。
この作業は特に手間と時間が必要である。下水道や
都市計画等の GIS データがあれば，極力これを有効
活用して省力化を図ることが重要となる。また，解析
ソフトによる入力が基本ではあるが，それぞれのデー
タや地区等により分割し，CSV データ等として分業
し数値化する等の創意・工夫が必要である。

（4）地表面のモデル化
溢水した後の挙動（氾濫流）について把握するため，
レーザープロファイラーデータ等に基づき，地表面モ
デルを構築する。モデル化の手法としては，二次元モ
デル（平面二次元）による方法と，道路ネットワーク
を一次元ネットワークとしてモデル化する方法がある
（図─ 7参照）。一般に前者がより詳細な解析に向い
ているが，市街化の進展した地域等では後者の方が再
現性がよいケースもある。

図─ 6　写真─ 1　面速式流量計による計測装置の例
図の出典：流出解析モデル利活用マニュアル（下水道新技術推進機構）

写真─ 2　転倒ます型雨量計（左）と設置状況（右）

図─ 5　検討フロー
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（5）キャリブレーション
入力した数値データについて，既往降雨データや過
去の浸水履歴と対比して評価，流出係数等各種パラ
メータの修正を行う。この作業はモデルの再現精度を
決定する極めて重要なプロセスであり，パラメータ設
定変更による応答に関する十分な知識と経験を要す
る。
■既往降雨によるキャリブレーション
（2）で述べたモニタリング結果データに基づき，構
築したモデルと実際の現象を対比，これが合致するよ
うパラメータの微調整を行う。図─ 8に実際に既往降
雨によりキャリブレーションを実施した事例を示す。

図中の点によるハイドロはモニタリング実測値，折
れ線は計算結果のハイドログラフである。図では 3段
階のみ取り上げているが，実際は数多くの段階におい
てパラメータを微調整，試行することで最終的なモデ
ルを決定している。
なお，検討区域内にポンプ場等があって水位や水量
を継続的に観測したデータがあり，なおかつ至近の降
雨データ（10 分間隔）が存在するのであれば，このデー
タを活用しキャリブレーションを実施することも可能
である。
■浸水履歴によるキャリブレーション
既往浸水履歴に基づき，その時と同じ降雨を与える
ことでキャリブレーションを行う。図─ 9に事例を

示すが，実際の浸水履歴箇所（図中の点）に対し，計
算結果の浸水範囲（図中の着色部分）がこれと重なる
ようにパラメータの調整を行う。
なお，浸水履歴データに関しては，被災した市民か
らの通報や苦情に基づいたものであるケースが多い。
このため，同一程度の浸水被害であっても，被災者個
人の主観によってその程度が左右（例：床下浸水か冠
水か等）される傾向があることに留意する必要がある。

（6）　シミュレーション
計画外力（計画降雨強度）における問題点について，
現況シミュレーションにより十分把握する。その上で，
対策メニューを立案，これをシミュレーションモデル
に組み込んで解析する。図─ 10にシミュレーション
のフローを示す。

二次元モデル（平面二次元）

図─ 7　 二次元モデル（平面二次元）による方法（左）と道路を一次元ネッ
トワークとしてモデル化する方法（右）

出典：内水ハザードマップ作成の手引き（案）（国土交通省）

図─ 8　既往降雨によるキャリブレーションの例

図─ 9　浸水履歴によるキャリブレーションの例

図─ 10　シミュレーションのフロー
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■問題点の把握（対策目標の設定）
シミュレーションによる現況の評価，再現で得られ
た時系列データ及び評価画面に基づいて，問題となる
地点の抽出及び原因把握を行う。
■対策案を含むシミュレーションと対策案の評価
問題点を解決するための対策を立案する。浸水対策
案としては下記のメニュー等が挙げられる。
①増補管，バイパス管の設置及び管渠のループ化
②分水施設の改造（堰，オリフィス）
③流出抑制施設（貯留・浸透施設）の設置
④ポンプ設備の増強
これらの対策についてモデルに組み込み，効果や妥
当性について検証する（図─ 11）。

■シミュレーション結果の活用
シミュレーション結果は，当然の事ながら浸水対策
施設基本計画の基礎資料となるほか，以下に示すよう
な活用方法がある。
①浸水対策計画について地域住民等に効果をアニメー
ションでわかりやすく表示する説明ツール
②浸水想定区域図（図― 12），内水ハザードマップ作
成資料

6．今後の課題

今後，都市型水害対策として，流出解析モデルによ
る内水対策検討の活用拡大を図っていくためには，次

に挙げるような課題をクリアしていく必要がある。
①シミュレーション結果の国庫補助事業における施設
計画根拠としての位置付けの確立
②ゲリラ豪雨等に対する降雨予測精度技術の向上
（GPS の応用やXバンドレーダ等）を踏まえた「浸
水予測システム」や「RTC（リアルタイムコントロー
ルシステム）」への発展
③流域の狭い中小都市河川を中心に，特定都市河川浸
水被害対策法で示されているような「河川─下水道
を一体で検討するシステム（図─ 13）」への展開

7．おわりに

今後も都市部における水災リスクはますます増大し
ていくことが懸念されている。流出解析モデルによる
内水対策検討の手法が活用されることで，より効果的，
効率的な浸水対策が進捗するとともに，ハードだけで
なくソフト面も踏まえた「浸水に対して安心，安全な
まちづくり」の実現のため，微力ながら尽力していき
たい所存である。
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図─ 12　シミュレーション結果から調製した浸水想定区域図の例

図─ 13　河川─下水道一体解析のイメージ図

［筆者紹介］
山下　茂（やました　しげる）
㈱東京建設コンサルタント
東京本社　技術第二部
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